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研究成果の概要： 

２０世紀末には経済活動のグローバリゼーションの波に乗り所得増大・雇用創出の大いなる伸

張を果たした諸国と、国際経済からマージナライズされる諸国の同時出現を見た。世界的な経

済統合化、市場化・民主化の波の中では、発展途上諸国の取りうる経済社会開発政策、貧困削

減戦略が、経済のみならず政治的・社会的要素を含んだ統合的政策展開であることが必要とさ

れる。そこで本科研では、従来の「開発経済学」において対外経済関係が開発の部分的一諸相

と捉えられてきたことと一線を画し、途上国経済社会開発を、グローバリゼーションや市場化、

国際的制度調和の流れの中での安定的成長達成、貧困削減、所得・地域格差是正、持続可能な

開発等に取り組む「国際開発経済学」として統合研究を行い、国際開発経済政策の政策マトリ

ックスを構築提示した。本研究の成果をまとめて公表するため、研究代表者を編者として『グ

ローバリゼーションと開発』(Leading Issues in Development with Globalization)を平成 21

年 2月末に勁草書房より刊行した。 
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１．研究開始当初の背景 
２０世紀人類は、貧困削減・撲滅という目

的を達成し得なかった。世紀をまたいで各種
国際機関や各国開発援助コミュニティーは
ミレニアム開発目標を設定し、２０１５年へ

向けて貧困の半減などの課題に取り組むこ
ととなった。２０世紀末には経済活動のグロ
ーバリゼーションの波に乗り所得増大・雇用
創出の大いなる伸張を果たした諸国と、国際
経済からマージナライズされる諸国の同時
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出現を見た。また経済成長の加速した諸国に
おいても、国内の所得格差・地域間格差の増
大により社会的不平不満が渦巻くこととな
っている。貿易・投資の自由化が進む中で、
途上諸国の経済開発政策の舵取りは日本が
奇跡と言われた高度経済成長を遂げた時代
に較べ、はるかに複雑化し、経済危機、金融
危機などが多発している。世界的な経済統合
化、市場化・民主化の波の中では、発展途上
諸国の取りうる経済社会開発政策、貧困削減
戦略が、経済のみならず政治的・社会的要素
を含んだ統合的政策展開であることが必要
とされ、それらはまた絶えず周辺諸国および
国際経済社会（特に投資家、貿易パートナー
等）との関係に注視しつつ実施されねばなら
ない状況にある。 

 
２．研究の目的 
この様な時代のニーズに合わせ、従来、経

済、政治・制度、社会・文化などに分かれて
展開されていた「開発学」は今、「国際開発
学」として世界的な制度調和への流れを受け
つつ学際的に再構築されつつある。名古屋大
学大学院国際開発研究科ではこのような「開
発学」の学際的再構築に基づく教育プログラ
ム改革がなされ（本研究代表者が教育改革の
タスクリーダーを務めた）平成１８年度から
実施される運びとなっている。グローバリゼ
ーション下の開発戦略は一つの教育研究の
目玉となっており、本プログラムはまた平成
１７年度の「魅力ある大学院教育イニシアテ
ィブ」の採択案件となった。 また、これを
支える研究プロジェクトも立ち上がってい
る（「開発学の学際的構築」科研（代表：木
村宏恒教授））。そこで本科研では、従来の「開
発経済学」において対外経済関係が開発の部
分的一諸相と捉えられてきたことと一線を
画し、途上国経済社会開発を、グローバリゼ
ーションや市場化、国際的制度調和の流れの
中での安定的成長達成、貧困削減、所得・地
域格差是正、持続可能な開発等に取り組む
「国際開発経済学」として統合研究を行った。 

３．研究の方法 
具体的には： 

(1) 貿易・投資・技術移転・人の移動などの
国際経済活動が経済成長の加速・減速を
通じて間接的に貧困に作用するのみな
らず、貧困の諸相、格差の展開など国内
社会経済開発にも直接作用することを
示し、グローバル・マクロ政策から国家
マクロ政策・マクロ経済インパクトおよ
び国内ミクロ経済インパクトに繋がる
分析手法を開発し、政策シミュレーショ
ン分析を行った。 

(2) 逆に、従来の経済成長加速を目指した国
内財政・金融政策（あるいは構造改革に
代表される財政・金融改革）の展開が、

国際市場での反動や周辺諸国との経済
摩擦によりどのように意図したものと
違う結果を生みうるか、従来理論の拡
張・精緻化を行い、これを実証分析によ
って裏付ける。グローバル化の中での持
続的成長に資する財政サステイナビリ
ティや為替政策を含めた金融政策ルー
ルをケース分析および実証分析から整
理した。 

(3) グローバル化時代の産業振興政策、即ち
マクロ・ミクロ経済環境整備と連動した
投資環境整備の諸策を分析するととも
に、ＷＴＯルールなどの国際ルールの制
約の中での途上諸国が持ちうる産業振
興政策オプションとそれらの成長効果、
貧困・所得分配などへの効果を分析整理
した。 

(4) 発展途上国における経済成長と環境保
護の問題を、貿易政策と環境政策、およ
び国際資本移動と排出権取引の２側面
から整理統合する。ここではまた、資源
賦存の豊かな諸国が概して低成長であ
った事実を踏まえ、資源と開発の視点か
らの研究整理を加味した。 

(5) 国際的制度調和の流れの中で、途上国開
発における制度構築の重要性を制度経
済学や新古典派経済学の交錯から生ま
れたガバナンス議論と結びつけて行う。
またＷＴＯによる貿易ルール、ＩＭＦ等
による国際金融ルールが途上国開発に
及ぼす影響を整理分析する。加えてグロ
ーバルガバナンスの議論を整理統合し
た。 

(6) 種々の地域経済協力（自由貿易地域、投
資協調、地域通貨圏）は発展途上国の開
発戦略にどのような影響を及ぼし、途上
国としてのこれらへの戦略はどうある
べきか。並行研究で行われている政策シ
ミュレーション分析の結果等を踏まえ
つつ、整理した。 

(7) グローバリゼーション下の社会変容を
考察し、経済厚生変化のみならず、文化
社会変化による社会的厚生の変化をど
のように捉えるべきか、政治、経済に文
化を加味した New Political Economy
の観点から、経済活動のグローバル化を
分析するという新しい視点を提供した。 

という分析項目に手順を踏んで取り組んだ。 
分析手法は、 

① 従来の開発にまつわる諸理論の国際面
への展開（多国籍企業や国際投資家の
活動の取り込みを含む）、途上諸国横断
分析（計量分析）、ケース国についての
時系列分析（計量分析）、ケース・スタデ
ィを多用した。  

② 経済成長の貧困削減効果、Pro-Poor 
Growth の議論が重要視されていることを



 

 

踏まえ、マクロ経済指標、セクター経済指
標に加えて、ケース国の家計調査、労働
力調査などミクロデータの計量分析、マク
ロ指標とミクロ指標の連結分析を行った。  

③ また、従来の経済学のみならずガバナン
ス、法や制度などの種々の要素を取り込
むこともあり、経済社会システム分析の視
点を本研究の土台となる現科研研究（代
表：大坪滋：H15-17）から持ち込み、並行
して開発するマクロ計量モデルやＣＧＥ
モデル（応用一般均衡モデル）を使用し
たシステム分析を多用した。 

ケース国としては、本研究代表者や分担者が従
来から研究対象としてきた、中国、インドネシア、
インド、ベトナム、タイ等を中心に選定した。 
 
４．研究成果 
研究期間の終わりには、上記の種々の分析結
果を統合し、国際開発経済政策の政策マトリック
スを構築提示することとしていた。このため、本
研究の成果物として、各研究分担者が各担当
分野での研究を深め各自研究論文公刊を行う
と共に、研究代表者を編者として『グローバ
リゼーションと開発』(Leading Issues in 
Development with Globalization)を平成 21
年 2 月末に勁草書房より刊行した。この編著
がそのまま従来の科研研究報告書の役割を
（商業出版の形で）担っている。 
 

 本書の構造、課題フローを下に図１として
示す。（図 1：『グローバリゼーションと開発』
課題体系フローを参照されたし） 

 
 国際開発に関する政策面の示唆は以下の
ようなものとなった。 
(1) グローバル・レベルで出現している経済

成長や（所得や消費で計った）貧困の「ば
らつき」や「格差」には, グローバルな
制度構築・再構築とナショナルな経済運
営を含めた広いガバナンス, 制度構築を
伴う対処が必要である。 

(2) 即ち, 顕在化する国家間格差, 国内格差, 

民族間格差や「貧困」は, 「公正」な競
争の結果として生じているものと言う
よりは, むしろ「公正」な競争を妨げる
制度, 政治構造, 文化・社会構造の存在
の帰結である場合が多い。 

(3) そしてそれらの改善の多くは, 往々にし
て開発途上国の経済的影響力, 政策キャ
パシティの範疇外にあり, この事実こそ
が, グローバリゼーション下において ,

「開発」を「国際開発」として捉える今
日的ニーズの根源にある。 

(4) 開発途上国の国内開発政策展開やマク
ロ経済政策展開において, その政策柔軟
性あるいはポリシー・スペース（policy 

space）は, WTO, IMF などの国際貿易・

金融機関でのルール作りや貸付け政策
により, 減尐・縮小している. 各政策は
また, 多国籍企業を含めた投資家が, こ
れに敏感に反応することからも制約を
受けている. よって現在の先進国が比較
的柔軟に展開してきた産業（補助）政策, 
輸出振興策, 戦略的金融セクター自由化
等々の政策オプションが, 今日の開発途
上国には無くなってきている. グローバ
ルな政策・制度調和と並行して, 開発の
ための途上国ポリシー・スペースの確保
が必要である。 

(5) 開発途上国における開発政策の中核に
は, 経済面では, 経済インフラ整備, 人
材育成を含めた（国内企業の活動も外資
系企業の活動も容易化する）投資環境整
備が長期の（産業）開発ビジョンの確
立・共有と共にあるべきである.  社会面
では, 成長産業と斜陽産業の発生という
構造転換, 地域格差の拡大に備えるセー
フティー・ネット構築にリソースを注ぐ
べきである。 

(6) 国内の開発ガバナンス向上については, 

グローバル・スタンダードとの調和を注
視しつつも, 開発段階にそって順に改善
をはかっていけばよい. 1 国のガバナン
ス構造は, その国の文化・社会的基盤に
基づき, 消費者を含む市民社会の成熟と
共に変貌を遂げていくべきものである. 

ガバナンスには決められたルールをど
う運用して行くか（play of the game）と
いう側面と, ルール自体を変えていかね
ばならない（rules of the game）側面があ
り, 特に後者は百年・千年の計に関わる
文化・社会基盤の変革と連動しているこ
とを, 国際開発コミュニティーは正しく
認識せねばならない。 

(7) 同様に, グローバルに推し進められる市
場化や自由化の諸政策については, 各途
上国において, 適切な政策翻訳導入が求
められる. グローバルな基準による開発
政策にも, 各国特有の政治・経済・文化
基盤に配慮した政策ローカリゼーショ
ンが望まれる . ここにもまた , ポリシ
ー・スペースが必要である。 

(8) （国際）開発に関わる政策対話・協議は, 

最早, 政府対政府あるいは政府対国内民
間企業セクターという伝統的な構図だ
けでは語れない. グローバリゼーション
の中核的推進者は多国籍企業であるの
で, 政府対多国籍企業という重要な対話
チャンネルがある. これが途上国政府と
多国籍企業の場合には, 多国籍企業の経
済規模の大きさから「開発主権」が脅か
されることが多々あることを, 開発コミ
ュニティーは認識せねばならない。  

(9) 多国籍企業はまた途上国国民に多くの



 

 

雇用を提供し, 途上国農民を高付加価値
型農業へ繋ぐ橋渡し役も担っているが, 

途上国国民は多国籍企業に比べて余り
に脆弱であるため,「公正」な労働条件確
保等は企業の経営方針に左右される. 多
国籍企業の途上国での生産活動に於け
る環境基準遵守もしかりである. ここ
で重要になってきているのが（特に先進
国の）消費者の「消費者主権」の行使で
ある. CSR を徹底させるのも, グローバ
ル・コンパクト（第 4 章参照）への参加
を促すのも, 多国籍企業の製品・サービ
スの顧客である消費者の自覚と行動で
ある. 先進国消費者の日常生活の中に, 

途上国の「開発」との重要なつながりが
埋め込まれていることを, 先進国住民は
もっと自覚すべきである。 

(10) モノのグローバリゼーションへの対応
に比べて, 対応の遅れているカネのグロ
ーバリゼーションへの適切な管理

．．．．．
をめ

ざした国際金融システムの（再）構築, さ
らに対応が遅れている先進国人口老齢
化と労働市場開放へ向けた人のグロー
バリゼーションを適切に管理

．．．．．
する（2 国

間のみならず）もっとグローバルなルー
ルづくりに取組まなければならない。 

(11) 経済活動のみならず, 紛争・戦争を含め
た政治・社会事象の「多国籍性」に注視
する必要がある. 「平和構築」,「人間の
安全保障」もまた, グローバルな事象の
適切な管理
．．．．．

と, ナショナル・レベルでの
努力が相俟ってはじめて実現するもの
であることを認識する必要がある。 

(12) 各課題を, その連関および関係参加者の
特定（政府, 多国籍企業, 消費者等々） 

を含めて理解し, それらへの対処政策, 

開発イニシアティブを領域間・作用点レ
ベル間を横断する連携政策として立案
し実施することが「グローバリゼーショ
ン下の開発ガバナンス」の中核を成す. 

プライオリティ（優先順位）, および政
策実施のシークアンス（順序性）を含め, 

政策パッケージを適切に
．．．

編み上げて適
．

切に
．．

実施していくことが, グローバリゼ
．．．．．．

ーションを適切に管理する
．．．．．．．．．．．．

ことにつな
がる。 

 
本研究代表者は、国際機関（国連、世界銀

行、アフリカ開発銀行）、日本政府および途
上国政府（インドネシア、中国、バングラデ
ッシュ）における開発実務・研究に従事して
きており、グローバリゼーションに途上諸国
の開発戦略を適応させることを実務として
行い、これを支える研究活動に従事してきた。 
１９９０年初頭の途上諸国への海外直接投
資の高まりから生まれた楽観論、１９９９年
１１月のＷＴＯシアトル閣僚会議でのＮＧ

Ｏ・市民団体等によるアンチ・グローバリゼ
ーション運動にはじまり、２００１年１１月
に開始されたドーハラウンド（開発ラウン
ド）が２００３年９月のカンクーン会議での
先進国・途上諸国の対立により遅々として進
まないことに象徴される途上諸国の強い不
満、不公平感に裏打ちされた悲観論を世界は
見てきた。１９９７年のアジア金融危機以来、
国際通貨体制の不安定かつ不公平であるこ
とが途上諸国の安定成長を妨げているとの
議論もかしましい。今、途上諸国はそのイン
パクトを正しく把握するまもなく地域貿易
協定などの経済のグループ化に乗り遅れま
いとやっきになっている。市場化やそれにと
もなう社会制度改革への戸惑いも隠せない。
グローバリゼーションの諸課題にかんして
は、現在まで多くのセマンティックな議論が
なされ、貿易、金融、技術移転など部分的に
理論・実証研究もおこなわれてきたが、整合
的なケーススタディ、システム分析を通して
の状況別、発展段階別、国際経済への統合深
化度に応じたベストプラクティスの提示は
いまだ行われていなかった。ここに視野の広
い、諸分野を有機的に統合させた分析の整理
提示がなされた意義は大きい。またこれがア
ジアの経験を通してまとめられることは欧
米主導のグローバル化議論に一石を投じる
ものとなったと言える。 
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